
参考６ 

競争試験又は選考に関する関係条文 
 

 

○ 地方公務員法（昭和二十五年十二月十三日法律第二百六十一号） 

 

（任命の方法） 

第十七条  職員の職に欠員を生じた場合においては、任命権者は、採用、昇任、

降任又は転任のいずれか一の方法により、職員を任命することができる。 

２  人事委員会（競争試験等を行う公平委員会を含む。以下この条から第 19 条ま

で、第 21 条及び第 22 条において同じ。）を置く地方公共団体においては、人事委

員会は、前項の任命の方法のうちのいずれによるべきかについての一般的基準を

定めることができる。 

３  人事委員会を置く地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試

験によるものとする。但し、人事委員会の定める職について人事委員会の承認が

あつた場合は、選考によることを妨げない。 

４  人事委員会を置かない地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競

争試験又は選考によるものとする。 

５  人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者とす

る。以下第 18 条、第 19 条及び第 22 条第１項において同じ。）は、正式任用になつ

てある職についていた職員が、職制若しくは定数の改廃又は予算の減少に基く廃

職又は過員によりその職を離れた後において、再びその職に復する場合における

資格要件、任用手続及び任用の際における身分に関し必要な事項を定めることが

できる。 

 

（競争試験及び選考） 

第十八条  競争試験又は選考は、人事委員会が行うものとする。但し、人事委員

会は、他の地方公共団体の機関との協定によりこれと共同して、又は国若しくは

他の地方公共団体の機関との協定によりこれらの機関に委託して、競争試験又

は選考を行うことができる。 

２  人事委員会は、その定める職員の職について第 21 条第１項に規定する任用

候補者名簿がなく、且つ、人事行政の運営上必要であると認める場合においては、

その職の競争試験又は選考に相当する国又は他の地方公共団体の競争試験又

は選考に合格した者を、その職の選考に合格した者とみなすことができる。 

 

（受験資格） 

第十九条  競争試験は、人事委員会の定める受験の資格を有するすべての国民

に対して平等の条件で公開されなければならない。試験機関に属する者その他



職員は、受験を阻害し、又は受験に不当な影響を与える目的をもつて特別若しく

は秘密の情報を提供してはならない。 

２  人事委員会は、受験者に必要な資格として職務の遂行上必要な最少且つ適当

の限度の客観的且つ画一的要件を定めるものとする。 

３  昇任試験を受けることができる者の範囲は、人事委員会の指定する職に正式

に任用された職員に制限されるものとする。 

 

（競争試験の目的及び方法） 

第二十条  競争試験は、職務遂行の能力を有するかどうかを正確に判定すること

をもつてその目的とする。競争試験は、筆記試験により、若しくは口頭試問及び

身体検査並びに人物性行、教育程度、経歴、適性、知能、技能、一般的知識、専

門的知識及び適応性の判定の方法により、又はこれらの方法をあわせ用いるこ

とにより行うものとする。 

 

（任用候補者名簿の作成及びこれによる任用の方法） 

第二十一条  人事委員会を置く地方公共団体における競争試験による職員の任

用については、人事委員会は、試験ごとに任用候補者名簿（採用候補者名簿又

は昇任候補者名簿）を作成するものとする。 

２  採用候補者名簿又は昇任候補者名簿には、採用試験又は昇任試験において

合格点以上を得た者の氏名及び得点をその得点順に記載するものとする。 

３  採用候補者名簿又は昇任候補者名簿による職員の採用又は昇任は、当該名

簿に記載された者について、採用し、又は昇任すべき者１人につき人事委員会の

提示する採用試験又は昇任試験における高点順の志望者５人のうちから行うも

のとする。 

４  採用候補者名簿又は昇任候補者名簿に記載された者の数が人事委員会の提

示すべき志望者の数よりも少いときは、人事委員会は、他の最も適当な採用候補

者名簿又は昇任候補者名簿に記載された者を加えて提示することを妨げない。 

５  前各項に定めるものを除くほか、任用候補者名簿の作成及びこれによる任用

の方法に関し必要な事項は、人事委員会規則（競争試験等を行う公平委員会に

おいては、公平委員会規則。次条第２項において同じ。）で定めなければならな

い。  


